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障害者福祉課

多様な意思疎通のための手段の利用促進及び言語としての 

手話の普及に向けた取組について 

障害の個々の特性に応じた多様な意思疎通のための手段の利用を促進するとともに、

手話を言語として認識し、その普及を図ることを目的として、区民や事業者にも協力

を求め、区の障害者福祉施策の充実を図るため、新たな条例の制定に向けて検討を進

めます。

１ 背 景 

国は、平成 18 年国連総会において採択された、障害者の差別禁止や障害者の尊厳

と権利の保障を義務づけた「障害者の権利に関する条約」に署名し、平成 23 年の障

害者基本法の改正や平成 28 年の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

（以下「差別解消法」という。）の施行など国内法を整備してきました。

東京都においては、平成 30 年 10 月に「東京都障害者への理解促進及び差別解消

の推進に関する条例」を施行し、民間事業者へも「合理的配慮の提供」の義務化な

ど取組を進めています。

区においても、平成 32 年の障害者支援ホーム南麻布等の竣工に伴い、障害者福祉

施策の推進を図ります。さらに、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技

大会やその先の地域社会を見据え、障害特性に応じた多様な意思疎通手段の利用の

促進や手話言語が普及するよう、施策の充実を図り、障害の有無に関わらず、地域

で安心して暮らすことができる社会を実現する必要があります。

２ これまでの主な取組

障害者が心豊かに社会生活を営むために、自らの意思を明確に伝え、日常生活を

送ることは重要なことです。そうしたことから区では、障害者差別解消法の啓発マ

ンガや事例集を作成し、心のバリアフリーを推進するととともに、聴覚障害者への

代理電話サービスやＩＣＴを活用した遠隔手話通訳サービス、手話通訳者の窓口配

置、視覚障害者への声の広報やデイジー図書の普及など、意思疎通のための手段の

確保に向けて積極的に取り組んできました。

また、全国手話言語市区長会に設立当初の平成 28 年６月から加入し、情報交換等

を積極的に行うとともに、国における手話言語法制定について要望しています。
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３ 新たな条例の制定の意義 

区は、平成 28 年の差別解消法施行を契機に、代理電話サービス等のこのような障

害者福祉施策の取組を推進してきました。一方、障害には様々な特性があり、また、

手話をはじめとする意思疎通のための手段や配慮も個々の状況によって異なること

から、区民や事業者の間に障害者への配慮手段や障害種別ごとの対応方法など十分

には、浸透していないことが障害者にとって不便や不安を感じる障壁となり、日常

生活における課題となっています。

このような、障害者にとっての障壁となるバリアを解消するためには、行政の取

組だけでは、その広がりに限界があります。その状態を解消するため、区民や事業者

の協力が必要であり、社会全体で障害者の権利を擁護していくことが不可欠です。

区民や事業者など、地域のすべての人々が共生社会の担い手となり、障害特性に

応じた円滑な意思疎通の促進や言語としての手話の普及を図り、障害のある人もな

い人も、すべての人が自分らしく安心して暮らすことができる共生社会の実現を目

指すために、新たな条例を制定する必要があります。

区では、平成 32 年の障害者支援ホーム南麻布や児童発達支援センターの竣工、精

神障害者地域活動支援センター「あいはーと・みなと」の改築に伴う短期入所の整

備により、身体障害、知的障害、精神障害の障害種別すべてにおいて、障害者全体

の地域生活支援拠点が整うことになります。

この拠点整備が充実する機を捉えて、さらに障害者の意思疎通手段の確保・提供

機会の充実、言語としての手話の普及による心のバリアフリーを推進します。

（１）多様な意思疎通の促進 

障害特性に応じた意思疎通のための多様な手段が提供され、その手段を障

害者が自ら選択し、日常的に利用できること。また、区民や事業者も個々の

障害特性を理解し、的確な対応ができること。 

（２）言語としての手話の普及 

聴覚障害者が日常的に使う手話が言語として認識され、区民や事業者が聴

覚障害者と会話する手段として日常的に利用されるよう配慮すること。 

（３）区民や事業者の協力による普及啓発及び理解促進 

区民や事業者と区が共に協力しながら、障害者の意思疎通の手段を確保す

ることに努め、障害のある人もない人も相互に、心のバリアフリーの理解が

促進されること。 

港区のめざす状態 
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４ 条例制定に向けた検討体制 

新しい条例の制定に向けた検討体制として、港区障害者差別解消支援地域協議会

に、専門部会を新たに設け、条例骨子案を作成します。作成にあたっては、障害者

団体から、丁寧なヒアリングを重ねるとともに、港区障害者計画を総合的かつ計画

的に管理し、公募区民も委員としている港区障害者地域自立支援協議会において審

議します。また、パブリック・コメントを実施し、広く区民意見を募って反映させ

ます。

５ 今後のスケジュール（予定） 

  平成３１年 １月下旬 港区障害者差別解消支援地域協議会・専門部会での審議 

      ２月上旬 港区障害者地域自立支援協議会での審議 

３月下旬 保健福祉常任委員会（条例制定に向けた基本的考え方） 

４月上旬 広報みなと及び区のホームページに掲載 

        ４月中旬～５月下旬 パブリック・コメント及び区民説明会 

        ６月    保健福祉常任委員会(パブリック・コメントの結果説明) 

        ９月   平成３１年第３回港区議会定例会（新規条例） 

[検討体制]

港区障害者差別解消支援地域協議会

港区障害者地域自立支援協議会

専門部会 （庁内検討組織含む）



障害特性に応じた意思疎通のための手段

聴覚障害

視覚障害

知的障害

発達障害

障害種別ごとの主な意思疎通のため

の手段や配慮

・補聴器や人工内耳などの補聴機器

・筆談や要約筆記
・読話 ・口話
・手話 ・手話通訳

・点字
・触る、見る、聞く

・簡単で平易な言葉で伝える

・コミュニケーションカードなど絵

や図で伝える
・ゆっくり、繰り返し話す
・こだわりを受け止めて適切に対応
・落ち着いた環境を用意

①言語としての手
話の普及を図りま
す。また、障害特
性に応じた意思疎
通手段を確保し、
その手段を選択し
て利用できる機会
の拡大を図ります。

精神障害

音声機能障害

失語症、吃音

・静かな場所で落ち着いて話せるよ
う、ゆっくり話す
・仮名より理解しやすい漢字を使う

肢体不自由

内部障害 難病

高次脳機能障害

重症心身障害

・移動に時間を要することもあるの
で、時間に余裕をもって対応
・文字盤や意思伝達装置

課題を解決するための
方向性

壁
（
バ
リ
ア
）

②新たな条例を制
定し、その中で区
の責務を明確にす
るとともに区民・
事業者の協力につ
いての考え方を示
します。

③障害に対する理
解を促進するため
の不断の啓発や研
修機会を提供しま
す。

意思疎通のための手段
や配慮が多様であるた
め浸透していない。

障害者がどのようなこ
とに困っているか、わ
からない。

手話や点字といったコ
ミュニケーション手段
が区民や事業者へ充分
に普及していない。

障害に対する特性につ
いて理解や普及啓発が
足りない。

区の取組

【聴覚障害】
・代理電話サービス

・ＩＣＴを活用した遠隔手話

通訳サービス
・手話通訳養成講座
・手話通訳配置
・字幕入り広報番組

・コミュニケーションボード
・中等度難聴児の補聴器助成

【視覚障害】
・声の広報

・点字広報
・DAISY図書

・HPの音声読み上げ
・点字封筒

・音声コード付き文書やチラ

シの作成
・図書の朗読サービス
・カラーバリアフリーガイド
ライン

【その他】
・研修（差別解消法に関する

職員研修など）

・ヘルプマーク、ヘルプカー

ドの配布
・啓発イベントの開催
・ハーフマラソン
・バリアフリーマップ
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日常生活において障害
者が不便や不安を感じ
ることがある。


